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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を、金融商品取引法第27条の30の２に規定する

開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し、提出したデータに目次及

び頁を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と併せて提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結

累計期間
第68期

会計期間
自2018年２月１日
至2018年７月31日

自2019年２月１日
至2019年７月31日

自2018年２月１日
至2019年１月31日

売上高 (千円) 732,242 532,934 1,420,403

経常損失(△) (千円) △13,782 △102,185 △115,989

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △10,273 △104,898 △117,149

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △42,769 △128,402 △151,864

純資産額 (千円) 3,529,988 3,294,036 3,422,483

総資産額 (千円) 4,465,662 4,187,365 4,353,058

１株当たり四半期(当期)純損失金額
(△)

(円) △15.58 △159.06 △177.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.0 78.7 78.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △50,720 △9,922 △127,674

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,690 △18,298 △40,769

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,461 △5,797 △11,155

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,239,361 1,093,545 1,136,959

　

回次
第68期

第２四半期連結
会計期間

第69期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 2018年５月１日
至 2018年７月31日

自 2019年５月１日
至 2019年７月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △21.60 △98.98

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、当社グループは、前連結会計年度において営業損失１億１千４百万円及び経常損失１億１千５百万円、親会

社株主に帰属する当期純損失１億１千７百万円となりました。また、当第２四半期連結累計期間においては、営業損

失１億２百万円及び経常損失１億２百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失１億４百万円を計上する結果となっ

たことにより、継続企業の前提に関する注記を開示するまでに至りませんが、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

当該重要事象等の解消及び経営基盤の安定化への対応策を、「２「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」(6) 重要事象等についての分析、検討内容及び解消、改善するための対応策について」に

記載しております。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のであります。

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におきましては、米中貿易摩擦による中国経済の悪化と長期化、更にそれに関連する

国内電子産業の低迷といった影響を、中国ならびに国内市場において、まともに受けております。

米中関係は改善方向に向かい年後半からは世界経済は再び堅調に推移するものと予想しておりましたが、それが

全く逆の方向に進み、事業環境において先行きに不透明感が増しました。

当電子部品業界といたしましては、車載関連、スマートフォンやこれまで好調だった半導体製造装置関連、産業

機器関連、ＩＣＴ関連等多くの分野の需要が伸び悩み、全体として低調な推移となりました。

この様な市場環境の中で当社グループは、小型フェライトコア並びにコイル・トランス製品を中心とした拡販活

動を国内外市場で積極的に展開いたしました。また、海外での製造原価低減と品質改善に取り組み、世界競争に打

ち勝つことの出来る高性能で高品質の製品を生産すべく活動を続けてまいりました。

当第２四半期連結累計期間のフェライトコア販売、コイル・トランス販売は国内外市場で減少し、売上高は５億

３千２百万円（前年同四半期比２７．２％減）となりました。

損益面では、生産及び検査設備の自動化、更新等生産効率の向上による原価の低減ならびに、経費等の削減に努

めましたが、営業損失は１億２百万円（前年同四半期は１千６百万円の営業損失）となりました。経常損失は１億

２百万円（前年同四半期は１千３百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億４百万円（前年

同四半期は１千万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。
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セグメントの業績は次のとおりであります。

① 電子部品材料事業

当第２四半期連結累計期間のフェライトコア販売、コイル・トランス販売は国内外市場で減少し、売上高は４

億９千７百万円(前年同四半期比２８.７％減少)となり、セグメント損失は１億２千６百万円(前年同四半期は４

千万円のセグメント損失)となりました。

② 不動産賃貸事業

当事業の売上高は３千５百万円(前年同四半期比２.３％増加)となり、セグメント利益は２千３百万円(前年同

四半期比０.６％減少)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて１億６千５百万円減少し、４１億

８千７百万円となりました。このうち、流動資産は２０億９千４百万円、固定資産は２０億９千２百万円となりま

した。

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて３千７万円減少し、８億９千３百

万円となりました。このうち、流動負債は１億５千９百万円、固定負債は７億３千４百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて１億２千８百万円減少し、３２

億９千４百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ４千３百万円減少し、１０億９千３百万円（前第２四半期連結会計期間末残高は１２億３千９百万円）となりま

した。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって減少した資金は、９百万円（前年同四半期は５千万円の減少）となりました。これは主に、

売上債権の減少による資金の増加があった一方で、税金等調整前四半期純損失を計上したことによるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって減少した資金は、１千８百万円（前年同四半期は１千８百万円の減少）となりました。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって減少した資金は、５百万円（前年同四半期は５百万円の減少）となりました。これは主に、

リース債務の返済による支出によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２千５百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6) 重要事象等についての分析、検討内容及び解消、改善するための対応策について

当社グループは、１「事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に関する注記を開示するまでに至らな

いものの、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しておりま

す。

当該重要事象等を解消し、経営基盤の安定化に向け以下記載のとおり取り組んでおります。

・当社グループは、昨年12月に中国の製造工場が自動車産業の国際的な品質マネジメントシステム規格ＩＡＴＦ

１６９４９を認証取得いたしました。これにより全世界の車載市場へ向けて更に積極的な営業活動を展開して

まいります。また、５Ｇ、ＥＶ、ＡＩ、ＩｏＴ、産業機器、医療機器における国内外市場での新規開拓に向け、

中国・香港・欧州営業窓口と共に販売拡大を図りながら、海外生産工場の継続的な品質改善や経費削減に向け

た取り組みを推進し、利益重視の体制を強化してまいります。

①５Ｇ、ＥＶ、ＡＩ、ＩｏＴ、車載、産業機器、医療機器関連の新規受注獲得

②原価低減に向けた品質改善と省力化、自動化の推進

③高信頼性、高効率化を目的とした材質開発の推進

・研究開発においては、フェライトに関しては、新材質開発、既存材質の改良を行い、フェライトコアの最適設

計に採用し市場ニーズに即した優れた材質を提供しております。また、コイル・トランスは、回路の高密度

化・高集積化に伴い小型・効率化に向け、自社製フェライトとの融合に取り組んでおります。今後の新製品、

新技法については５Ｇ、ＥＶ、ＡＩ等の先端分野からＩｏＴへの応用、並びに電子機器の小型化・高機能化・

高周波化に伴う高精度・高性能・広帯域温度特性フェライトコア、省エネ対応として更なる低損失・高飽和磁

束密度・高透磁率フェライトコアの開発・改良等を進めております。また製造方法におきましても、フェライ

トコアの成型技術・焼成技術・精密加工技術の高度化、低コストの製品設計、試作期間の短縮などを図り顧客

の開発スピードアップに寄与いたしております。

　更には、車載用コンバータートランス、トランスポンダーコイル、センサーコイル、医療用電源トランス、産

機用センサーコイル、各種ＳＭＤトランス開発等、製品領域の拡大に取り組んでおります。

当社グループといたしましては、経営基盤の安定化に向けた施策を推進し、今後、利益重視の体制強化により、

当該事象又は状況の解消を図ってまいります。以上を遂行することにより、継続企業の前提に関する重要事象等を

解消できるものと考えており、継続企業の前提に関する不確実性は認められないものと判断しております。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,600,000

計 1,600,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年９月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 816,979 816,979
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 816,979 816,979 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年７月31日 ― 816,979 ― 1,966,818 ― 1,239,181
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(5) 【大株主の状況】

2019年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数の

割合(％)

プラニングカミヤ株式会社 鳥取県鳥取市興南町68 129,412 19.62

神谷 哲郎 鳥取県鳥取市 74,882 11.35

上田 満 神奈川県藤沢市 39,900 6.05

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ Ａ
ＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ
ＩＳＧ (ＦＥ－ＡＣ)
(株式会社三菱ＵＦＪ銀行)

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １
３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤ
ＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ
(東京都千代田区丸の内２-７-１)

31,700 4.80

株式会社山陰合同銀行
(資産管理サービス信託銀行株式
会社)

島根県松江市魚町１０
(東京都中央区晴海１-８-１２晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

23,360 3.54

水元 公仁 東京都新宿区 22,000 3.33

神谷 幸之助 東京都目黒区 19,500 2.95

久保田 正明 神奈川県小田原市 18,000 2.72

神谷 滋 東京都中野区 12,304 1.86

チルダース トーマスハミルトン 兵庫県神戸市中央区 12,100 1.83

計 ― 383,158 58.09

(注) 当社は自己株式157,481株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 157,400 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 656,800 6,568 ―

単元未満株式 普通株式 2,779 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 816,979 ― ―

総株主の議決権 ― 6,568 ―

　(注) 「単元未満株式」欄には自己株式 81株が含まれております。

② 【自己株式等】

2019年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

トミタ電機株式会社 鳥取県鳥取市幸町123番地 157,400 ― 157,400 19.26

計 ― 157,400 ― 157,400 19.26

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年５月１日から2019年

７月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年２月１日から2019年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,136,959 1,093,545

受取手形及び売掛金 403,170 293,354

商品及び製品 201,814 215,393

仕掛品 271,998 282,915

原材料及び貯蔵品 207,419 182,974

その他 36,083 26,643

貸倒引当金 △575 △293

流動資産合計 2,256,871 2,094,533

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 190,797 184,852

機械装置及び運搬具（純額） 64,569 72,199

土地 1,715,312 1,715,312

リース資産（純額） 7,995 12,418

建設仮勘定 8,642 7,599

その他（純額） 6,407 5,771

有形固定資産合計 1,993,724 1,998,152

無形固定資産 58,931 52,699

投資その他の資産

投資有価証券 40,392 39,168

長期前払費用 1,985 1,658

その他 1,152 1,152

投資その他の資産合計 43,531 41,979

固定資産合計 2,096,187 2,092,832

資産合計 4,353,058 4,187,365
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 61,509 41,464

未払法人税等 12,689 10,218

未払費用 81,458 54,088

受注損失引当金 226 121

賞与引当金 14,550 24,728

前受収益 498 498

その他 26,405 27,977

流動負債合計 197,337 159,097

固定負債

繰延税金負債 1,559 731

再評価に係る繰延税金負債 204,932 204,932

退職給付に係る負債 34,662 32,143

役員退職慰労引当金 305,325 312,123

長期前受収益 13,060 12,811

預り保証金 150,717 148,326

その他 22,979 23,162

固定負債合計 733,238 734,231

負債合計 930,575 893,329

純資産の部

株主資本

資本金 1,966,818 1,966,818

資本剰余金 1,330,934 1,239,181

利益剰余金 113,694 100,548

自己株式 △227,404 △227,448

株主資本合計 3,184,042 3,079,100

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,582 △2,978

土地再評価差額金 311,550 311,550

為替換算調整勘定 △70,527 △93,635

その他の包括利益累計額合計 238,440 214,936

純資産合計 3,422,483 3,294,036

負債純資産合計 4,353,058 4,187,365
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年２月１日
　至 2018年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年２月１日
　至 2019年７月31日)

売上高 732,242 532,934

売上原価 514,583 417,725

売上総利益 217,659 115,209

販売費及び一般管理費 ※ 233,842 ※ 217,555

営業損失（△） △16,183 △102,346

営業外収益

受取利息 190 194

受取配当金 1,141 852

助成金収入 592 489

金型売却益 724 980

スクラップ売却益 53 22

為替差益 0 ―

雑収入 279 614

営業外収益合計 2,983 3,153

営業外費用

支払利息 461 446

為替差損 ― 1,905

製品補償費用 2 249

雑損失 118 390

営業外費用合計 582 2,992

経常損失（△） △13,782 △102,185

特別利益

投資有価証券売却益 6,173 ―

特別利益合計 6,173 ―

特別損失

固定資産除却損 110 204

特別損失合計 110 204

税金等調整前四半期純損失（△） △7,720 △102,389

法人税、住民税及び事業税 2,553 2,508

四半期純損失（△） △10,273 △104,898

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △10,273 △104,898
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年２月１日
　至 2018年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年２月１日
　至 2019年７月31日)

四半期純損失（△） △10,273 △104,898

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9,282 △396

為替換算調整勘定 △23,212 △23,107

その他の包括利益合計 △32,495 △23,504

四半期包括利益 △42,769 △128,402

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △42,769 △128,402

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年２月１日
　至 2018年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年２月１日
　至 2019年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △7,720 △102,389

減価償却費 17,275 19,518

長期前払費用償却額 ― 327

貸倒引当金の増減額（△は減少） △421 △282

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,611 10,178

受注損失引当金の増減額（△は減少） △288 △105

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,870 △2,518

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,797 6,797

受取利息及び受取配当金 △1,332 △1,047

為替差損益（△は益） 190 719

支払利息 461 446

固定資産除却損 110 204

投資有価証券売却損益（△は益） △6,173 ―

売上債権の増減額（△は増加） △20,132 104,997

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,718 △8,425

その他の流動資産の増減額（△は増加） △7,105 6,841

仕入債務の増減額（△は減少） 6,456 △19,258

その他の流動負債の増減額（△は減少） △19,217 △22,445

その他の固定負債の増減額（△は減少） △984 △1,352

小計 △37,319 △7,794

利息及び配当金の受取額 1,336 1,051

利息の支払額 △461 △446

法人税等の支払額 △14,275 △2,732

営業活動によるキャッシュ・フロー △50,720 △9,922

投資活動によるキャッシュ・フロー

預り保証金の返還による支出 △2,838 △2,838

有形固定資産の取得による支出 △30,567 △15,460

投資有価証券の売却による収入 14,715 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,690 △18,298

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △126 △44

リース債務の返済による支出 △5,334 △5,752

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,461 △5,797

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,988 △9,395

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △85,860 △43,414

現金及び現金同等物の期首残高 1,325,222 1,136,959

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,239,361 ※ 1,093,545
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(追加情報)

(厚生年金基金の解散及び移管について）

　当社が加入しております「全国電子情報技術産業厚生年金基金」は、2017年12月５日に開催された代議員会の

決議に基づき解散認可を申請し、厚生労働大臣より2018年３月31日付で基金解散が認可され、2018年４月１日付

で新たな後継制度として設立した企業型年金制度（電子情報技術産業企業年金基金）へ移行しております。

　なお、当解散による追加負担の発生はありません。

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　前第２四半期連結累計期間
(自 2018年２月１日
　至 2018年７月31日)

　当第２四半期連結累計期間
(自 2019年２月１日
　至 2019年７月31日)

荷造運賃 30,630千円 27,020千円

支払手数料 19,211 20,230

役員報酬 15,954 15,954

給料 76,508 82,979

賞与 1,918 841

賞与引当金繰入額 7,200 5,028

貸倒引当金繰入額 △76 △282

退職給付費用 3,719 1,322

役員退職慰労引当金繰入額 6,797 6,797

法定福利費 7,274 7,153

減価償却費 5,624 5,264
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年２月１日
　至 2018年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年２月１日
　至 2019年７月31日)

現金及び預金勘定 1,239,361千円 1,093,545千円

現金及び現金同等物 1,239,361 1,093,545

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年２月１日 至 2018年７月31日)

配当に関する事項

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年２月１日 至 2019年７月31日)

配当に関する事項

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年２月１日 至 2018年７月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:千円)

電子部品材料
事業

不動産賃貸
事業

計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額(注)

売上高

外部顧客への売上高 697,902 34,339 732,242 ― 732,242

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 697,902 34,339 732,242 ― 732,242

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

△40,271 24,088 △16,183 ― △16,183

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年２月１日 至 2019年７月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:千円)

電子部品材料
事業

不動産賃貸
事業

計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額(注)

売上高

外部顧客への売上高 497,814 35,120 532,934 ― 532,934

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 497,814 35,120 532,934 ― 532,934

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

△126,287 23,940 △102,346 ― △102,346

(注) セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年２月１日
至 2018年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年２月１日
至 2019年７月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △15円58銭 △159円06銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△) (千円) △10,273 △104,898

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金
額(△) (千円)

△10,273 △104,898

普通株式の期中平均株式数(株) 659,589 659,508

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2019年09月12日 09時34分 23ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年９月13日

トミタ電機株式会社

取締役会 御中

　

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 若 尾 典 邦 ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 石 渡 裕 一 朗 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトミタ電機株式

会社の2019年２月１日から2020年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年５月１日から2019年７

月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年２月１日から2019年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トミタ電機株式会社及び連結子会社の2019年７月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 中国財務局長

【提出日】 2019年９月13日

【会社名】 トミタ電機株式会社

【英訳名】 TOMITA ELECTRIC CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 神谷 哲郎

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 鳥取県鳥取市幸町123番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長神谷哲郎は、当社の第69期第２四半期（自 2019年５月１日 至 2019年７月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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